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伝統的産業・堺刃物業の昔と今 
 
専修大学商学部 川村 晃正 
 
一 
 
今回の社研の調査旅行への参加を決めた一端は、樋口博美氏が専修大学人文科学研究所報に
載せられた「伝統的地場産業におけるモノと技能をめぐる社会関係」（同所報 238 号）を読んで
堺刃物業に興味をもったことにある。樋口氏の論文は「極々小さな職業集団である伝統的地場
産業が、今日まで存続してきたのはなぜか、その理由を明らかにすることである。その問いは
また、大規模化、機械化された生産の対極にあって、伝統的地場産業がある一定の手工的で前
近代的な生産方法や労働形態を維持しながら今日まで存続しつづけてきたのはなぜか」という
テーマのもとで、近世からの生産形態と構造を色濃く遺した堺刃物業について、ヒアリングを
中心とした実態分析をしたものである。このテーマは、私がこれまで手がけてきた織物業の史
的研究においても、常に現代的課題として脳裏から離れないものであった。もちろん、樋口氏
は社会学的関心からこのテーマを設定されているのであって、産業史・商業史を担当する者と
は微妙に異なる。樋口氏が当該産業の存続の理由を「技能労働そのものを伝承してきた職人社
会のなかの社会関係、およびその職人たちとそれを組織・調整する問屋とで成り立つ職商社会
のなかの社会関係」にもとめ、堺刃物業に現役で携わっている 18 人の職人への面接調査から導
き出された分析は、大変興味深いものであり、私の研究心を大いに刺激するものであった。ぜ
ひ、現場を見てみたい。これが今回の調査に参加した動機であった。 
 
二 
 
調査は９月８～10 日の３日間にわたって行われた。第１日目は堺市産業政策課参事金本貴幸
氏、ものづくり支援課主幹辻林 博氏から堺の産業の現状と政策についてお話を伺い、２日目
に伝統的産業では「佐助」を見学した。 
伝統工芸士・平川康博さんが営む植木鋏・生花鋏などの製造・販売業「佐助」は、堺で５代
続く鋏鍛冶である。先祖は堺で廻船問屋を営んでいて、それから数えると 22 代目になるという。
その言葉に、中世から続く堺という町の歴史の深さを感じた。 
「佐助」の初代定次郎は、もともと鉄砲鍛冶の組下で鉄砲に象嵌の細工を施す仕事をしてい
たが、より実用的なものづくりを志して、慶応３年（1867）に鉄砲鍛冶の技術を生かせる鋏製
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造を創めた。平川さんは父祖の技と心を受け継ぎ、現在伝統工芸士に相応しい製品を作り続け
ている。製品は、植木職人がふだんの道具として使用する５～６万円の実用的な鋏から、持ち
手の部分に純金の象嵌を施した工芸品としての風格をもつ 100 万円超のものまで幅広い。 
「佐助」の鍛冶場は、伝統をにじませた建屋の中の一角を占めていた。作業場の中は、手動
の鞴と一体となった炉のそばに鍛造をする金床が置かれ、また少し離れたところには刃先を研
磨するグラインダーや、鋏の持ち手を曲げる作業台が所狭しとばかり配置されていた。鍛接や
焼入れを行うコーナー、刃の研ぎを行うコーナー、持ち手の部分のカーブなどの加工を行うコー
ナーがあり、それぞれのコーナーの周辺に置かれた機械や道具類は一見雑然としているようで、
全ての工程を平川さん一人で行うのに都合の良いように、合理的に配置されていることが窺え
た。この狭い作業場の各コーナーを次々と巡りながら、１本の鋏を３日かけて完成させるとの
ことであった。 
近世に成立した堺刃物業を代表する打刃庖丁の製造では、すでに近世中期の宝暦年間
（1751-1763）に鍛造（鍛冶屋）と刃研ぎ（研ぎ屋）とが分業化されていたということだが、鋏
の場合は鍛造から刃研ぎの工程を一貫して行うところに特徴がある。 
鋏の製造工程はおおよそ以下のごとくである。庖丁と同様に、まず地金（炭素の少ない極軟
鋼）と刃金（高炭素鋼）を接合する。地金の上に鋼をのせて炉で熱し、叩き延ばす。そのあと
持ち手の部分を曲げて粗造りする。高炭素鋼によって切れ味のよい刃金がつくられるのである
が、それだけだと折れやすいので、炭素の少ない極軟鋼と鍛接することによって粘りと耐久性
がつくのである。 
次に、粗造りされたものは鋏の一方の側（ここでは「半身」とする）であるから、二つの「半
身」を合わせるための「かしめ穴」をあける。それから刃の部分を粗く研いで「半身」を作り
上げる。別々に作られた鋏の「半身」がお互いにぴったり合って完成された鋏になるように、
慎重に二つの「半身」の組み合わせを選ぶ。こうして予め選んでおいたそれぞれの「半身」に
ついて、切れ味や強度を決める「焼入れ」と「焼戻し」を行うのである。 
作業場では鍛接から焼入れの工程を見せて頂いた。とくに焼入れは切れ味の善し悪しに関わ
るので、平川さんの目は真剣そのものであった。炉の中の温度で変化する刃先の微妙な色合い
をじっと見つめながら、平川さんは最適の温度と思われる一瞬の時を逃さず、それを炉から取
り出し、冷水の中にさっと入れる作業を行った。その際にとくに印象に残ったのは、焼入れの
タイミングを決める微妙な色合いをはかるために、炉の中に入れてある刃先に神経を集中しつ
つ、鞴の把手の部分に片足をかけて送風をされていた点である。 
鋼は、常温から熱して約 730 度まで温度が上がると鋼の性質が急に変わり、これを高温から
急冷するとまたその性質が変化する（いわゆる「鉄の変態」）。適切な焼入れをすると、鋼の硬
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度は焼入れ前の３、４倍になるとのことである（本多光太郎「刃物及び日本刀の切味に就て」
『北海道帝国大学創基 50 周年記念講演集』、1928 年）。平川さんは変換点に最適の温度を見極
めようと、熱せられた刃先の色合いの変化を見つめつつ、鞴から送られる風力を足で加減して
いたのである。凝縮された職人技が求められる緊張の一瞬だったのである。 
焼入れの後、焼戻しが行われる。刃物は硬いだけだと刃がこぼれやすい。そこで粘着力、耐
久性をもたせるために、軟らかい鉄を被せて「良く切れて刃こぼれしない」刃物を作る。その
ために、焼入れをして硬化した鋼を再び 100 度から 200 度の温度に一定の時間熱する。この熱
処理を焼戻しという。したがって、どんな刃物を作るにも焼入れと焼戻しの作業が必要となる
のである。 
各「半身」の鋏の焼き入れ・焼き戻しを行ってのち、刃先の仕上げの研ぎを行う。そして「か
しめ」に芯金を通し、両側から座金を当てて槌を打って最終の仕上げを行うのであるが、この
締め具合が重要で、かみ合わせたときに紙がサーと切れるように調整するのが技の差となると
のことであった。そのために、「佐助」の鋏は、「芯金部分から切っ先にかけ、鋏の裏にプロペ
ラのようなねじれを付けて、ややへこみを持たせる研ぎを行ない、切れ味のよさと耐久性」（「佐
助」パンフレット）をうみだすように工夫が凝らされている。ここにも職人技の光る点があっ
た。 
鋏鍛冶の伝統工芸士の資格をもつ職人は全国で平川さん一人しかいないとのことである。60
歳を過ぎて、この伝統の技を何とかして後世に伝えたい、若者にものづくりの楽しさ、喜びを
少しでも伝えたいとの思いを平川さんは強くもっている。しかし、現実には過酷な労働をコツ
コツと続けて、自らの技を磨いていくという地味な仕事に就こうとする若者は少ない。ここに
堺刃物業だけでなく、どこの伝統的産業もが共通して持つ大きな問題点が示されているように
思えた。 
 
三 
 
堺刃物業がもつ「熟練した手工的技術」のすごさについては平川さんの作業場で見ることが
できたので、ここでは産業としての「長い歴史」の原点を確認しておこう。 
堺刃物業の起源は近世初頭にまでさかのぼる。中世末から近世前期にかけての三つの流れが
今日の堺刃物業の礎石をつくったといえよう。一つは鉄砲鍛冶である。天文 12 年（1543）に堺
商人橘屋又三郎が伝来した鉄砲の技術を堺に伝え、製造が開始された。もう一つは煙草庖丁で
あるが、その起源については二説ある。堺の剃刀鍛冶長兵衛が豊臣秀吉の命で煙草庖丁を初め
て製造したという説（秀吉が大坂に入城したのは天正 12 年（1584）だから、それ以降）と、煙
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草需要を見越して堺の刀工が独特の鍛冶法でもって煙草庖丁を作ったとする説とである。前者
の説にしたがうと 16 世紀末が製造開始の起源となる。後者の場合、石割家文書によると、刀工
の同家初代梅枝七郎右衛門が煙草庖丁を打ち、その子作左衛門が売り弘めたとある。七郎右衛
門の死亡年次が万治４年（1661）ということだから、遅くとも万治年間（1658-1660）には堺で
煙草庖丁の生産が始まったということになる（『堺市史』第３巻、堺市、1930 年）。そして三つ
めは、「寛永ノ頃（1624-1643）・・文殊四郎某山ノ上鍛冶ト唱、黒打出刃庖刀ヲ始」（「堺問屋商
況提率表・諸金物問屋」『大阪経済史料集成』第５巻、大阪商工会議所、1974 年）めたことで
ある。いずれにせよ、17 世紀半ばには堺刃物業の三つの起源は出そろっていたことになる。 
では、堺刃物業は近世期にどの程度の展開をみたのであろうか。1681-1707 年のものと考え
られる「左海鑑」（堺町の明細帳である「手鑑」の一種）によると、「鉄砲カヂ 五十四軒、同台
師 十四軒、同金具師 十三軒、鋳形師 弐軒、象嵌師 壱軒、料理庖丁カヂ 壱軒、小刀鍛冶 六
軒、出刃鍛冶 二十軒、剃刀鍛冶 七軒、金物鍛冶 十軒、ハサミ鍛冶 壱軒、タバコ鍛冶 二十三
軒」が存在したという（吉田 豊「江戸時代堺の産業一覧」『堺博物館報』第 24 号）。18 世紀
の境目には鉄砲鍛冶、煙草鍛冶、庖丁鍛冶の三者が出揃っていたのである。業者数からみると、
領主需要を対象とした御用鍛冶である鉄砲鍛冶がまだ主流であったが、煙草庖丁鍛冶や出刃庖
丁鍛冶でもそれぞれ 23 軒、20 軒と一定程度の業者数の集積がみられるようになっていた。 
さらに、「左海鑑」から半世紀を経た宝暦７年（1757）の「手鑑」によると、鉄砲鍛冶関係者
は「鉄砲鍛冶 22 軒、鉄砲鍛冶番子 23 人、（鉄砲）鋳形鍛冶１人、（同）火蓋雨覆鋳鍋師１人、
（同）金具師６人、（同）象眼師２人、（同）台師８人」合わせて 63 であるのに対して、庖丁関
係者は「庖丁鍛冶 37 軒、庖丁鍛冶手間取 64 人、庖丁屋 21 軒、庖丁柄屋１軒」と 100 を大きく
上回るまでに成長していた。煙草庖丁関係も「多葉粉庖丁屋（29 株）、多葉粉庖丁中買３軒、
多葉粉庖丁ひすみ附８軒、多葉粉庖丁研屋 10 軒」と 50 以上の関係者が存在した（吉田前掲論
文）。「庖丁鍛冶」「煙草庖丁鍛冶」の生産においては生産工程の分化とその専業化もみられ、煙
草庖丁では仲買商人が出現している。幕藩体制の下で平和の世が長く続き、幕府や大名の軍事
的需要が縮小するなかで、民需の高まりを受けた各種庖丁鍛冶が堺の金属工業の主な担い手に
なっていたのである。乾 宏己氏は享保－宝暦期（1716-1763）を堺煙草庖丁鍛冶の最盛期と推
定して、史料から宝暦期の鍛冶仲間全体の煙草庖丁製造見込数年間 40 万枚という数字を挙げて
いる（乾 宏己「18 世紀における手工業技術の流出と市場構造」『歴史学研究』No.385）。ちな
みに吉田氏によると、宝暦７年の堺町の町方総戸数は 14,056 軒、人口 46,662 人であった（吉
田前掲論文）。そこで以下では、乾氏の研究に依拠しながら、煙草庖丁の生産＝流通についても
う少し詳しくみておこう。 
刀剣鍛冶の技術を活かして他に追随を許さぬ優れた製品を産出した堺は、享保期（1716-1735）
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には独占的地位を確立していた。ところが、先進地堺の庖丁の声価が高まるにつれて、模造品
の「似せ庖丁」が現れ、堺煙草庖丁の独占的地位を脅かすようになるのである。堺では、享保
15 年（1730）に冥加金 30 両の上納を条件に、煙草庖丁鍛冶が 31 株の株仲間結成を願い出て認
可された。その際に、仲間鍛冶の製品に対して「堺極」の極印を打つことと、大形・中形・小
形３通りの製品寸法を設定することが認められた。株仲間はさっそく「極印会所」を設立し、
その管理・統制を実行していった。会所では庖丁１枚ごとに「堺極」の添極印を打ち、冥加金
上納のために庖丁１枚につき銀１厘づつの口銭を課したのである。 
このように、堺の煙草庖丁鍛冶は株仲間を結成して堺奉行の保護のもとでその独占的地位の
保持を図ろうとしたのである。だが、18 世紀半ば以降になると播州三木、越後三条、越前武生、
美濃関といった鉄物鍛冶の特産地化の動きが出てきて、堺の独占的地位を脅かすようになった
のである。宝暦 13 年（1763）に今林屋弥市郎なる者が堺奉行所に提出した史料によると、最近
の堺庖丁の売れ行きが落ち込んでいる原因は「近年他所ニ而打出し候者ハ、兼て私共売先キを
直段ニ而売崩し候様ニ仕候」にあるとしている。また、安永年間（1772-1780）の別の史料でも
「当所鍛冶共難渋仕候、其基ハ他所外鍛冶之者共猥リニたハコ庖丁打出シ、私共売先キ妨ケ候
段」と堺煙草庖丁の衰退の要因を後発産地製品によって市場を奪われていることにあると指摘
している。後進産地の追い上げを受けて、堺煙草庖丁製造見込数は、安永年間には 35 万枚まで
に減少している。 
堺の独占的地位が崩れていくなかで、堺産地内でも生産＝流通構造に様々な変化が現れてい
た。元禄・享保期に堺煙草庖丁が全国各地に販路を広げていく過程で、鍛冶業者数は 23 軒→29
軒→31 軒と増えていった。株仲間結成当時の庖丁鍛冶の構成は、鍛冶仲間の頂点にたって極印
会所と仲間の取締りにあたる「極印方」と称する由緒ある家柄の４家（石割作左衛門家・岡本
佐兵衛家・岡田久左衛門家・分銅又市家）と、自営業者たちとの集合体であったと考えられる。
しかし、宝暦期には階層分化が進展し、鍛冶仲間が親方株の集合体となっていった。そこでは、
没落した鍛冶屋の株を譲渡された仲買商人が親方となり、自分では鍛冶をしないで下請鍛冶に
生産をさせる者も現れきた。 
煙草庖丁生産は享保以前では注文生産が多かったため、販売については「売子」同様に鍛冶
屋に出入りする庖丁仲買人が需要者から直接注文を集めてまわり、それを受けて鍛冶生産が行
なわれていたと考えられる。喫煙が普及し、煙草庖丁の需要が高まるなかで見込生産が行われ
るようになると、製造と販売が分離して専門化した仲買商人に販売を委ねるようになった。や
がて、「年賦同前に掛銀済方之仕方相立て、則庖丁五枚十枚づつかぢ共家々より分け遣わし、畢
竟鍛冶元売子同様ニ而商内も相続仕」という仲買商人と鍛冶屋との関係が、販路の拡大ととも
に「売り子」的な立場から脱した仲買商人と「商人方より元入等之世話」になる鍛冶屋との関
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係に変化していった。上述したように蓄富した仲買商人のなかには鍛冶仲間株を取得し、下請
化した鍛冶屋を問屋制的に支配する者も現れた。 
天明５年（1785）に米屋惣右衛門なる者が「鍛冶仲間惣代」の肩書きで江戸にのぼり、煙草
庖丁の製造は堺だけに免許し「他国より同様之庖丁打出し不申候」と幕府に願い出ている。こ
の米屋はもともと鍛冶業者ではなく、天明５年に貸銀の抵当に鍛冶仲間株を取得した者で、庖
丁仲買商であったと考えられる。米屋が堺刃物業の総代との名目で大坂の庖丁問屋を飛ばして
江戸での販売特権を得ようとした背景には、新興産地「播州三木」の刃物業の台頭と江戸市場
での伸張があり、米屋の行動はそれへの対抗措置でもあった。先進的・独占的産地であった堺
の危機感がこうした行動をとらせたものといえよう。しかし、この米屋の企図は、大坂庖丁問
屋の反対、また堺産地の流通独占を図ろうとする米屋の思惑に反対する堺庖丁鍛冶業者の同意
を得られず、不成功に終わった。 
享保 15 年の株仲間結成から半世紀を経て、先進産地堺煙草庖丁業界はそれまで持っていた独
占的な地位を新興の後進的金物産地の激しい追い上げによって崩され、他方産地内ではその生
産＝流通構造に大きな変動が生まれていたのである。堺煙草庖丁の元祖ともいえる石割家も天
明年間には下人と称するものは一人もなく、鍛冶を打つときには相方に「其日過し者共相手に
仕罷在候」という状態に立ち至っていた。天明元年に堺奉行所より御用金賦課を命ぜられた時
に、石割家は「庖丁一向不捌ニ付難渋」しており、「我物等書入他借仕候而漸鍛冶職相続仕罷在
候」という状態であった。そして翌２年には一時仲間株を手離して休職するのである（文中の
引用史料は乾前掲論文による）。 
 
四 
 
近世期にすでに多様な関連職種の展開をみるまでになった堺刃物業は、近代の出発点でどの
ぐらいの生産規模をもつ産業であったのだろうか。また堺の地域経済のなかでの位置づけはど
のようなものであったのだろうか。「明治七年府県物産表」を通してみていくことにする。 
日本全体の産業に関してある程度明確な統計数値が得られるようになるのは、明治維新に
よって統一政権が成立してからである。明治７年（1874）に明治政府は全国の物産統計を作成
した。いわゆる「明治七年府県物産表」である。この統計表の資料的価値は、同一フォーマッ
トで全国の物産を統計処理した点にある。この表が示す数値は、安政６年（1859）に開始され
た海外貿易の影響を念頭に置かなければならないが、幕末期の日本の経済状態と、同時にその
近代化のスタートを客観的に示している。ただし、この統計資料は府県によっては round number
であったり、村役場書記の腰だめ的数字の集計であったりして、その信憑性には限界があるこ
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とを踏まえておく必要がある（古島敏雄『資本制生産の発展と地主制』御茶の水書房、1963 年）。 
そこで以下では、最初に堺県の産業構造の特徴を指摘し、続いて本稿が対象とする堺刃物業
の幕末維新期の生産状況を確認し、最後に堺刃物業の全国的位置づけを見るために、他の打物
鍛冶生産県の状況を示す。 
物産表の検討に入るまえに、堺県と堺町についてふれておこう。堺県は明治元年（1868）６
月に大阪府から分割されて和泉国一国（但し、岸和田藩等の旧藩域は除く）を県域としてスター
トした。明治４年の廃藩置県にともなって和泉国と河内国二国が県域とされ、さらに明治９年
には大和一国をも併せる大県となった。明治 11 年に三新法（郡区町村編成法・府県会規則・地
方税規則）が発布されて地方制度が整うなかで、府県区域の本格的な再編が進められた。明治
14 年に堺県は廃止されて、大和一国が奈良県となり、堺を含む和泉と河内の二国が大阪府に所
属して、今日まで続く基本の姿が整った。したがって、明治７年時点での堺県の県域は、和泉・
河内両国ということになる。なお、古島氏の集計によると、この頃の堺県の総有業人口は 301,574
人であり、このうち農業有業人口は 241,457 人、工業有業人口は 8,011 人であった（『日本産業
史大系 総論編』東京大学出版会、1959 年）。 
堺町は、明治元年には町の真ん中を東西に通る大小路を挟んで以南の区域が堺県、以北が大
阪府に分断されていた。明治２年に南北両域が堺県に所属し、同５年に新町起立がなされて堺
町となった。上述の三新法公布をうけて明治 12 年に堺区と改称されたのち、明治 21 年市町村
制公布によって翌 22 年４月１日に市制を施行して、堺市になったのである（『国史大辞典』第
６巻）。ちなみに、明治 11 年当時の堺町の戸口は、町数 195 町・戸数 12,600 戸・人口 41,285
人を有し、堺県内一の大都市であった。また明治 14 年合併時における堺県の戸口は、戸数
207,321 戸・人口 937,415 人であった（『堺市史』第３巻）。 
表１は、府県物産表から堺県の物産額をまとめたものである（『明治前期産業発達史資料 第
１集』明治文献資料刊行会、1959 年）。表によると、堺県の物産総額は 5,386,167 円であった。
その内訳は、農・山・林産物、海産物、畜産物に属する産物の生産額が 3,741,360 円で、物産
総額 5,386,167 円の約７割が第一次産業であった。それに対して工産物価額は 1,644,806 円で３
割であった。数字からみると、明治初年の堺県は農産物生産を主体とする農業社会であったと
いえよう。ちなみに、山口和雄氏の分析によると、日本全体の物産総額は 372,306,974 円であ
り、その構成は農産物 61％、工産物 30％、原始生産物 9％であったから（山口和雄『明治前期
経済の分析（増補版）』東京大学出版会、1963 年）、生産額からみた堺県の産業構成は当時の日
本の平均的な姿であったようにみえる。 
だが、表によって農産物と工産物の内容を連関付けてみると、堺県では軽工業部門を中心に
工業生産がかなり展開していたことがわかる。とりわけ注目されるのは、農産物では綿類、種
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子類の生産額の割合が高いことである。周知のように、畿内は近世期において綿作、菜種作が
広範に展開していた。とくに綿作は、天保期（1830-1844）には河内国耕地面積の６割、和泉国 
では５割の耕地で栽培がなされていたという（武部善人『綿と木綿の歴史』御茶の水書房、1989
年）。表中の農産物に分類された「綿類」と、工産物中第一の物産額を誇る「縫織物類」（ほと
表１ 明治７年堺県の物産額 
大分類 中分類 価額（円） 構成比 主要産物 
農産物 米穀類 2,787,489 51.8% 米 2,349,465 円、麦 359,712 円 
  種子類 272,938 5.1% 菜子 230,335 円、綿子 42,036 円 
  園蔬類 96,398 1.8% 薩摩芋 59,110 円、蘿蔔 13,708 円 
  綿類 476,161 8.8% 綿 476,161 円 
  製茶・煙草類 32,528 0.6% 茶 20,277 円、煙草 12,251 円 
  その他 18,506 0.3% 果実類 14,707 円 
山・林産物 竹・木材等 8,006 0.1% 木材 4,545 円 
  薪・炭・蝋 20,626 0.4% 薪炭 14,876 円 
  玉石鉱土類 6,724 0.1%   
海産物 魚類 16,827 0.3%   
畜産物 禽獣類 5,159 0.1%   
  小 計 3,741,360 69.5%   
工産物 醸造物 365,043 6.8% 酒 252,494 円、醤油・味噌 100,651 円 
  油類 144,324 2.7% 菜子油 132,266 円、綿子油 8,743 円、蝋燭 5,750
円 
  食物類 147,082 2.7% 砂糖 82,799 円、氷豆腐 25,340 円 
  
  
  
金属細工・諸器械類 84,009 1.6% 煙草庖丁 35,003 円、出刃庖丁 7,812 円、手鋏 998
円、鉄砲 760 円、農具 11,564 円、大鋸 1,800 円、
煙管 1,725 円、人力車 12,800 円、荷車 4,450 円 
  木綿糸・繰綿 39,406 0.7% 木綿糸 24,680 円、繰綿 14,726 円 
  
  
縫織物類 547,216 10.2% 白木綿 282,038 円、縞木綿 77,967 円、真田 149,898
円、紋羽 28,265 円 
  生糸・蚕卵紙類 3,377 0.1%   
  化粧具類 15,059 0.3% 櫛 14,054 円 
  線香 9,023 0.2%   
  染料・塗具類 8,425 0.2%   
  陶器類 52,175 1.0% 瓦 20,140 円、煉瓦石 20,905 円 
  家具類 18,587 0.3%   
  桶樽類 87,453 1.6% 酒造桶 76,014 円 
  履物類 51,600 1.0%   
  肥料・飼料 51,116 0.9% 油粕 30,117 円、綿種油粕 9,951 円 
  紙類 5,141 0.1%   
  その他 15,772 0.3%   
  小 計 1,644,806 30.5%   
合 計   5,386,167 100.0%   
（注）『明治７年府県物産表』より作成。 
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んど全額が木綿織物）および「木綿糸・繰綿」を合計するとの 1,062,783 円に達し、綿関連業
が全物産額の 19.7％を占めていて、堺県第一の商品経済に関わる産業であったことがわかる。 
明治４年の堺町の「諸仲間統計」によると、綿業関係の仲間は木綿問屋 49 軒、木綿仲買 92
軒、綿問屋７軒にのぼる（『堺市史』第３巻）。これらの流通業者が、河内・和泉両国で生産さ
れた実綿・繰綿・木綿織物を地域内あるいは大坂やその他の地域へと集散させる結節点となっ
ていたのである。 
綿業に関して一つ気にかかることは、前出の宝暦７年の堺町の「手鑑」では嶋木綿織屋 155
軒、笹縁織屋 195 軒と多数の木綿織物生産者の存在が確認できるのだが、明治４年の「諸仲間
統計」には織屋仲間の記載がないことである。明治４年にはすでに仲間組織が解散されたため
「諸仲間統計」に出てこない可能性が高い。しかし、ここでは中村 哲氏の研究に依拠して、
近世中期の時点では都市部の織屋によって担われていた和泉木綿の生産が、幕末期には広範な
社会的分業の形成とその先端にはマニュファクチュア経営をうみだすまでに発展していた農村
部に、織物生産の基盤を奪われてしまった結果であると理解しておく（幕末期の泉州宇多大津
村の綿織業の分析については中村 哲『明治維新の基礎構造』未来社、1968 年）。堺町は、木
綿織物に関しては、たんに製品の流通上の集散機能を果たすのみとなっていたのだろう。 
規模としては綿業ほどではないが、菜種作・絞油業についても同様で、「種子類」272,938 円
と「油類」144,324 円の両者を合わせると 417,262 円になり、全物産額の 7.7％を占る。域内の
農村部で生産された「種子類」とさらに域外の種子類を加えて絞油原料とし、「油類」を堺県内
で生産していたと考えられる。県内の「種子類」の大半は菜種であり、残りは実綿から繰綿を
作る際に取り除かれる綿の種子である。前出の明治４年の「諸仲間統計」では油問屋 11 軒、油
仲買 199 軒、絞油屋 82 軒、菜種綿実両種物問屋７軒が挙げられていて、こちらでは農村部で栽
培された菜種・実綿を原料に、農村部ばかりでなく都市部においても絞油業が盛んに行われて
いたことを窺わせる。堺町が堺地域の生産＝流通センターとしての機能を果たしていたといえ
よう。 
このほか当該地域の産業上注目されるのは醸造業である。とく酒造業は工産物単品では綿織
物に次ぐ産業で、生産額は 252,494 円（4.7％）にのぼる。堺は、灘の酒造業が近世中期以降に
江戸市場を席巻するまでは、早くから成立した上方の酒産地の一つとして有名であった。酒造
業と関連して興味深いのは「桶樽類」である。87,453 円という生産額は、「金属細工・諸器械
類」の合計額に匹敵するものであった。これは堺酒造業の発展にともない生産量が増大したも
ので、隣国紀州の紀ノ川沿いの樽材産地が堺の後背地であったことと関連している。また、醤
油・味噌醸造も 100,651 円で物産総額の２％弱を占めている。両方を足すと、365,043 円にのぼ
る。 
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こうみてくると、当時の堺県は綿業や絞油業、醸造業がかなり展開しており、三者の加工品
の合計額は 1,095,989 円で総物産額の２割を占め、さらに原料部門や関連部門物産額を考慮す
ると、堺県は軽工業を主導部門とするかなりの「工業県」であったといえよう。 
そのようななかで、本稿で対象とする「刃物」の生産状況はどのようなものであっただろう
か。刃物等各種鍛冶関係の物産は「金属細工・諸器械類」項目に分類した。「金属細工・諸器械
類」84,009 円は物産総額の 1.6％、工産物総額の 5.1％に過ぎない。とくに煙草庖丁のように烟
草刻み業の生産用具として「金属細工・諸器械類」に分類し、社会の工業化の一つのメルクマ
ルとして考えたとき、その生産量・金額の少なさ、工産物の中に占める割合の小ささは、日本
社会全体についても指摘されていることだが、この段階での堺県の工業化の質の程度を表して
いるともいえよう。 
それはさておき、表中の主要産物の検討に移ろう。この項目のうちもっとも大きな金額を占
めているのが庖丁類で、「煙草庖丁」174,300 丁・35,003 円と「出刃庖丁」120,200 丁・7,812 円
の両者で、産額の半ばを占めている。刃物類で最大の生産高は煙草庖丁であった。前項でみた
ように、最盛期とみられる宝暦期の製造見込数 40 万枚という数字からすると、物産表が示す煙
草庖丁の生産数量は、近世後期からの後進産地の激しい追い上げのなかで窮地に追い込まれて
いった先進産地堺刃物業の厳しい結果を示すものであったと考えられる。 
明治以降も堺煙草庖丁業にとって、さらに厳しい状況が進展していくことになる。それは、
煙草需要が刻み煙草から紙巻煙草へと変化することに起因する。紙巻煙草は明治維新前後に日
本にやってきた外国人、あるいは洋行帰りの日本人によってもたらされた。明治 10 年前後まで
は紙巻煙草ほとんど製造されなかったが、明治 15,6 年ころから日本でも岩谷商会が「天狗煙草」
を製造・販売しはじめており、喫煙されるようになった。さらに、明治 24 年に京都の村井吉兵
衛がアメリカ製紙巻煙草を模倣した「サンライス」を製造・販売するようになって普及するよ
うになった。村井吉兵衛は明治 29 年にアメリカからたばこの諸器械を購入するとともに、工場
生産を開始した。明治 30 年代に入って、村井商会と岩谷商会などの業者間で行われた紙巻煙草
の販売宣伝合戦はめざましいもので、紙巻煙草への国民の関心をいっそう高めていった（武田
晴人『世紀転換期の起業家たち』講談社、2004 年）。 
堺煙草庖丁への需要はこうした社会の流れの中で先細りとなり、それに止めを刺したのが明
治 38 年の煙草専売制施行であった。葉煙草の収納・輸入から、煙草製造、元売捌人（小売人）
への売却まですべて政府が管掌することになり、近代的工場でその生産が行われるようになっ
たのである（『たばこ専売史 第１巻』日本専売公社、1964 年）。煙草庖丁の役割はここで終焉
した。この過程で、堺の煙草庖丁業者は料理庖丁への転換を図っていったものと想定される。 
二との関連で鋏の生産について付言しておくと、その生産高は 6,850 丁・2,124 円で、ある程
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度の規模をもつ産業として形成されつつあるとみてよかろう。この他では煙管が大きく、生産
高は 115,000 本・1,725 円であった。煙管鍛冶屋はすでに「左海鑑」に 64 軒記載されていて近
世期を通じて存続していた。この時点ではまだ紙巻煙草も普及していないので、煙管の需要も
大きかったのであろう。その生産は都市の職人的手工業であるので、例えば京都 1,111,871 本・
33,555 円、大阪 837,354 本・22,317 円というように、都市の煙草需要の規模とほぼ連動してい
る。煙管も紙巻煙草の普及と反比例の関係で、その生産は減退していったものと思われる。 
最後に、明治初年における堺刃物業の全国的位置づけを行っておこう。表２は、「美濃の関」
を県域に持つ岐阜県、「播州三木」を持つ飾磨県、「越後三条」を抱える新潟県、「越前武生」を
内包する敦賀県を取り上げて、打物鍛冶の生産額、主要製品の内容を表示したものである。 
打物鍛冶類の生産額が最も大きかったのが飾磨県である。打物鍛冶類産額は 398,168 円にの
ぼり、飾磨県物産総額の５％強を占めている。生産額のほとんどが釘である。次いで鎌、庖丁
と続く。中心産地三木では、寛延元年（1748）に８軒の野鍛冶仲間が結成された。仲間鍛冶の
製品は釘とヤスリ類であった。刃物鍛冶では宝暦 11 年（1761）の刃物鍛冶開業願が最古の史料
である。天明８年（1786）に堺庖丁鍛冶仲間から三木野道具鍛冶仲間に対して訴訟が起こされ、
庖丁の寸法を変えることで決着がついている。この時期に大坂市場との取引が緊密化し、三木
産品と先進産地堺の製品との競合関係が形成されつつあることを示唆している。化政期
（1804-1829）には刃物生産の種類と生産量の増加がみられ、生産機構の分業化が進んで野道具
鍛冶仲間から、鋸・鉋・庖丁・剃刀・鋏・小刀・鎌などの諸鍛冶仲間が分立するまでに発展を
みた。1900 年時点ではその製品はさらに工作鑿類、鑢（やすり）類、和鋏類、曲尺類、小刀類、
左官鏝類、棒(ｶ)錐類、荒打、目立が付け加えられて多様な製品を産出する総合的な産地へと発
展している（山口守人「刃物工業の地域集団の形成過程」『東京教育大学地理学研究報告』ⅩⅢ、
1969 年）。 
次いで生産額が大きいのが新潟県である。新潟県の打物鍛冶類の生産額は 238,730 円にのぼ 
 
表２ 明治７年主要府県における打物鍛冶類物産額 （単位＝円） 
県名 物産総額 諸器械・金属細工 打物鍛冶類 主 要 製 品 
飾磨 7,407,130 431,385(5.8%) 398,168(5.3%) 釘 317,677、鎌 49,130、庖丁 14,282、鍬 7,581、鋏 1,217 
新潟 13,294,558 281,622(2.1%) 238,730(1.8%) 釘 74,174、真鍮鋲釘 51,129、銅鋲釘 28,671、鉄鋲釘 20,316 
     庖丁 5,157、小刀 2,333、鋏 595 
敦賀 8,097,110 167,843(2.1%) 128,673(1.6%) 釘 42,038、鋸 20,739、前挽鋸 18,472、鉋 17,415、鑿 6,659、 
     鍬 4,648、裁刀 1,666、鎌 1,639、庖丁 1,269 
堺 5,386,166 84,009(1.6%) 57,945(1.1%) 煙草庖丁 35,002、出刃庖丁 7,812、鍬 7,367、手鋏 998 
岐阜 7,921,441 47,842(0.6%) 21,000(0.3%) 小刀 7,233、鍬 5,278、鋤 2,420、鋏 1,421 
（注）「明治七年府県物産表」より作成。括弧内のパーセンテージは物産総額に対する割合を示す。 
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り、物産総額の 1.8％になる。そしてそのうちの３分の２が各種鋲・釘の生産額で占めたので
ある。「越後三条」は、寛政期以降に鉄釘鋲をはじめ大工道具、農具、刃物類を手広く作るよう
になり、とくに幕末期に全国的に名を知られるようになっていた。 
敦賀県の打物鍛冶生産額は 128,673 円に達している。しかし、製品の内容をみると、釘・鋸・
前挽鋸・鉋・鑿といった大工道具類が 105,323 円と８割を占めている。「越前武生」は鎌を中心
とした打刃物の産地であった。寛政期には販路が全国的にひろがり、文政５年（1822）には鎌
打物問屋 30 軒が株仲間を結成しようとしたが、それに対して 139 軒に及ぶ鍛冶屋が反対したと
いう（乾前掲論文）。かなりの展開をみたといえるが、表が示すように、明治初年には鎌の生産
額は 1,639 円に止まっている。 
近代に入って、刃物生産で堺を追い上げ、追い越すことになる岐阜県についてみてみよう。
「美濃の関」は、もともと安土・桃山時代の終期まで作刀の産地として隆盛を極めた。しかし、
近世に入って刀槍需要は減退し、刀鍛冶から民需用の打刃物鍛冶に転換する者が出てきた。享
保５年（1720）の史料によると、関鍛冶の内訳は、刀・脇指・槍・長刀鍛冶６戸、小刀鍛冶 55
戸、剃刀鍛冶 15 戸、薄刃鍛冶９戸、鋏鍛冶３戸、矢根刃針鍛冶１戸、彫物鍛冶１戸、惣鍛冶
90 戸、合計 180 戸を数えた。しかし、関の刃物製品は鞘刃物が中心で、製品に大衆性がないた
めに製品販売市場に占める地位は低かった（山口前掲論文）。明治７年の物産額をみてみると、
打物鍛冶類の生産額は 21,000 円にとどまり、岐阜県の物産総額に占める割合はわずか 0.3％に
過ぎない。第一の製品は小刀だが、その生産額は１万円にも満たない。そして製品のなかに庖
丁類の名を見いだせなかった。関刃物業が本格的に発展するのは、明治 20 年代に輸入ナイフに
模してスプリングナイフの生産を始めてから以降のこととなる。 
以上のことを踏まえて庖丁生産に絞ってその生産額をみると、堺県 42,823 円、飾磨県 14,282
円、新潟県 5,157 円、敦賀県 1,269 円、岐阜県記載なしとなり、明治初年の時点では堺刃物業
のメインである庖丁は他産地を圧倒するものであったといえよう。ただし、明治７年の物産額
の地域的な比較検討で気を付けなければならないことは、幕末維新期の社会的変動の影響が、
地域によってかなり異なる点である。全体的には、天保期以降幕末維新期まで、国内の多くの
産業は停滞を余儀なくされたことに留意する必要があることを付言しておく。 
 
五 
 
明治７年から 130 数年を経た現在、堺刃物業はどのような状況であろうか。 
平成 19 年度の工業統計によると、堺市の製造業（従業員４人以上）は、事業所数 1,804、従
業者数 52,771 人、製造品出荷額等 3,154,228 百万円であった。業種別の構成をみると、事業所
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数では金属製品が 394（構成比 21.8％）でトップ、次いで一般機械器具、食料品が続いている。
従業者数でみると、一般機械器具が 13,714 人（同 26.2％）でトップ、次いで金属製品、食料品
と続いている。製造品出荷額等では、事業所数わずか６、従業者数 599 人の石油・石炭製品が
１兆 84 億円・構成比 34.3％と総額の約３分の１を占め、次位の一般機械の 5,180 億円を大きく
引き離している。臨海工業地帯に基盤を置く現在の堺市の産業構造を象徴している。 
事業所数、従業者数で上位を占めた金属製品は出荷額 1,890 億円（同 6％）で第６位であっ
た。事業所数の割には出荷額が小さいのは、零細企業が多数を占めるからである。ちなみに、
平成 18 年度事業所・企業統計調査では事業所総数 712 のうち 46.2％が 1～4 人規模の零細事業
所であった。本稿が対象としている堺刃物業は、この金属製品製造業の小分類「洋食器・刃物・
手道具・金物類製造業」に属する。工業統計によると、その事業所数は 46、従業者数 881 人、
製造品出荷額等 153 億 7,932 万円であった。堺市全体の産業の中での位置づけを出荷額ベース
でみてみると、金属製品製造業の 8.1％、製造業全体では 0.5％に過ぎない。さらに刃物業のみ
を取り出してみると、そのウエイトはもっとわずかなものになってしまう。 
今、堺市はシャープ（株）の新工場設置に伴う大規模投資で沸き立っている。来年３月の稼
働をめざして、敷地 127 万㎡に大型テレビ用液晶パネル工場と薄膜太陽電池工場の建設が進ん
でいる。シャープの投資額は 3,800 億円にのぼり、関連企業 17 社が同時に堺に進出する予定で
ある。関連企業を含めた全投資額は１兆円に達するという。堺市はこれをその中核に 21 世紀型
コンビナートの形成を目指している。こうした華々しい先端産業の誘致で、平成 18 年政令指定
都市への移行と相まって、堺市はさらに一回り大きな商工業都市への飛躍を図ろうとしている。 
まさに、そうした動きの対極に位置しているのが刃物業である。堺刃物業は、一部機械化さ
れているとはいえ、大半が手と道具とで、長年の経験によって培われた技術と技能、そして鋭
い職人的感覚に大きく依存する産業である。その生産のあり方は基本的には江戸時代のそれと
変わらない。近代に入ってなされた技術変革といえば、動力の近代化（電動機）と、それに伴
う道具の機械化（スプリングハンマーやグラインダー）に止まっている（『堺の伝統産業』堺市
経済部商工課、1972 年）。 
戦後の目覚ましい産業の発展の流れから置き去りにされたような堺刃物業を、堺市は「人と
歴史に磨かれた堺の伝統産業」の一つとして位置づけ、各種の振興策を実施し、保護育成に努
めている。それは、伝統的な技術・技能が堺のものづくりの基盤になっていることをアピール
できるし、堺という都市のイメージも高められるなど、堺市の価値付けにその意義があると考
えるからであろう。そうした観点に立ち、堺市は伝統的産業の組合等が取り組む販路開拓や後
継者育成事業に対して補助金を交付したり、「堺市ものづくりマイスター制度」を設けて伝統的
産業の技術の継承と振興を計ったりしている。刃物業についていえば、平成 12 年に建設された
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「堺刃物伝統産業会館」において建設費の半分強にあたる２億 8,450 万円を助成し、さらに運
営補助金として毎年 340 万円の補助を与えているのも、伝統的産業育成策の一つである。また、
平成 18 年度よりスタートした堺市の戦略的観光助成制度の一環として、堺市の伝統的産業関係
の工場や作業所を３ヶ所以上巡覧することを条件に、バス１台につき１日観光は３万円、１泊
の場合は５万円の補助を出している。 
堺市の伝統的産業に対するこだわりはどこから来ているのだろうか。おそらく、昭和 30 年代
に臨海工業地帯の中核として八幡製鉄堺製鉄所を誘致して以来、外延的、かつ未来志向的に拡
大していく産業構造の変貌にあって、数百年間という長い年月にわたって、十年一日の如く変
化しない打刃物業の存在は、堺という都市のアイデンティティの確認のためにも、是非とも必
要とされるものであるとの認識に立っているからではなかろうか。そうみたとき堺刃物業は、
細くてささやかではあるが、堺市のものづくりの命綱ともいえそうである。 
堺刃物業にとって、堺産の庖丁と鋏が昭和 57 年に「伝統的工芸品産業の振興に関する法律」
（「伝産法」、昭和 49 年施行）にもとづく産品に認定されたことは大きい。伝産法は当該製品が
伝統的工芸品であると認定することによって地場産業の振興を図ろうとするものであるが、そ
の認定要件のポイントは、日常使われている物で、その製造には熟練した手工的技術・技能を
要し、同一地域内で業者の集積がみられ、長い歴史をもっていることである（同法第２条）。二
～四で検討したように、近世以来の歴史を持ち、手工的技術に基礎を置く堺打刃物業は十分に
それに該当するものであった。 
堺産地では、「伝統的工芸品」に指定された庖丁とハサミに「伝産マーク」を貼付している。
「伝産マーク」を貼付する独自の基準は、①使用する素材は炭素鋼または鉄・炭素鋼で、柄は
木製とすること、②庖丁・鋏の穂の成形は刃物鋼を炉で熱し、槌打ちによる打ち延ばし・打ち
広げを行うこと、③焼入れは次の技術・技法で行うこと、すなわち「本焼き庖丁」は「土置き」
を、それ以外の庖丁・鋏は「泥塗り」を行い急冷すること、鋏の足の錆止めは「くすべ」また
は「色付け」によること、「刃付け」、「砥ぎ」及び「仕上げ」は手作業のこと、以上である（『平
成 19 年度 伝統工芸品産地調査・診断事業報告書－堺打刃物－』伝統的工芸品産業振興会、2008
年）。この基準に基づいて、貼付管理を厳密にして堺打刃物のブランド価値を高めてきた。当初
は年間 300～400 枚程度の貼付数であったが、平成 12 年度以降増えていき、現在では年間 8 千
枚前後の庖丁・ハサミに貼付を行っている。そして昭和 57 年にスタートしてから今日まで貼ら
れたシール総数は 116,147 枚に達するのである。産地の中核的な担い手である伝統工芸士の数
も平成 11 年に 19 名であったのが、同 18 年には 28 名に増えている。 
伝統的工芸品振興協会に提出したとみなされる「平成 19 年度産地概要調査票」によると、「堺
打刃物」産地の同年度の概要は、事業所数 117 社（組合員 95 社・非組合員 22 社）、従業者数
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561 名（組合員 531 名・非組合員 30 名）、年産額 4,112 百万円（組合員 4,010 百万円・非組合員
102 百万円）であった。事業所のうち組合加入率は 81％、同様に従業者のうち 95％が組合所属
の事業所で働いている。また年産額では非組合員のそれは２、３％に過ぎない。非組合員の１
事業所あたりの年産額は 460 万円ほどで、ほとんどが個人営業の賃加工業者であると考えられ
る。したがって、この報告書の数値が産地全体の状況を示すものとみてよかろう。ちなみに、
堺刃物商工業協同組合連合会は産地組合の連合組織で、堺利器卸協同組合（卸商業者 35 社）、
堺刃物工業協同組合（鍛造業者 21 社）、堺刃物協同組合（刃付業者 33 社）、堺利器工業協同組
合（鋏業者 10 社）の４組合と、堺打刃物伝統工芸士会（伝統工芸士 28 名）から成っている（２
つの組合に加入している企業もあるため、上記の事業所数と一致しない）。 
また、産地全体の年産額のうち伝統的工芸品としての堺刃物のそれは 791 百万円（組合員 774
百万円・非組合員 17 百万円）で、産額全体に占める比率は２割弱であった。非組合員のなかに
も伝統工芸品の製品を作り出す業者がいることが確認できる（堺刃物商工業協同組合連合会「平
成 19 年度産地概要調査票」）。 
堺産地で生産された製品の数量・出荷額はどのようなものであろうか。表３は平成 11 年から
同 18 年までの生産高の推移をみたものである（『平成 19 年度 伝統工芸品産地調査報告書－堺
打刃物－』）。平成 11 年に 847 千丁・23 億 52 百万円であったのが、同 12 年に 493 千丁・13 億
68 百万円に激減し、それ以降は平成 18 年まで漸減傾向を辿っている。 
表４は４組合の加入者の推移をみたものである（同上）。各組合加入業者数においても、平成
12 年を境目に卸商・鍛冶・刃付・鋏の各事業所数が激減している。それ以降については、鍛冶・ 
 
表３ 生産数量・出荷額の推移 （単位：丁、百万円） 
 平成 11 年 平成 12 年 平成 13 年 平成 14 年 平成 15 年 平成 16 年 平成 17 年 平成 18 年 
生産数量 847,000 492,640 479,680 453,750 436,460 454,000 436,500 428,000 
出荷額   2,352   1,368   1,332   1,332   1,297   1,226   1,186   1,186 
（出典：『平成 19 年度 伝統的工芸品産地調査・診断事業報告書－堺打刃物－』） 
 
表４ 各組合加入事業者数の推移 
 平成 11 年平成 12 年平成 13 年 平成 14 年平成 15 年平成 16 年平成 17 年平成 18 年 平成 19 年 
卸商 65 47 47 47 44 38 34 34 33 
鍛冶 37 21 21 21 21 21 21 21 21 
刃付 78 35 35 35 35 35 35 35 35 
鋏 16 11 11 11 11 11 11 11 11 
合計 196 114 114 114 111 105 101 101 99 
（出典：表３と同じ） 
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刃付・鋏は横ばいで推移しているのに対して、卸商業者は平成 15 年度より減少に転じ、平成
19 年度には 33 に減っていて、平成 12 年度比で平成 19 年度は３割減となっている。卸商業者
のビジネスの厳しい状況が窺える。 
ところで、これらの表で示された平成 11 年と同 12 年の間の大きな変化は、その時期に建設
された「堺刃物伝統産業会館」（刃物会館）における負担金をめぐる産地内での分裂に起因する。
刃物会館は４組合の連合体である「堺刃物商工業協同組合連合会」が建築主となって、平成 11
年 11 月～同 12 年７月の工期で建設されたものである。総額４億 8,495 万円にのぼる建設費用
は、2 億 8,450 万円を堺市が、残り 2 億 45 万円を業界（卸・鍛冶・刃研・鋏の４組合）が拠出
した。この拠出を巡って意見の対立が生じた。それは、拠出金の分担に事を発しながら、根は
堺刃物業の将来の方向を巡っての業界各団体、各組合員の意見の対立にあったと推測される。
その時に多くの組合脱退者が生じたのである。この対立は根が深く、いまだに尾を引いている
ように見受けられる。 
最後に、堺刃物業の全国的な位置づけをみておこう。 
表５は庖丁、鋏の戦後の主要生産県の変遷を出荷額ベースでみたものである。庖丁について
は戦後間もない頃は堺産地を含む大阪府がトップであったが、やがて「美濃関」産地を含む岐
阜県がトップとなり、次いで「越後三条」をもつ新潟県が入り、大阪は３位に後退した。上位
３県のポジションは 1980 年代以降固定化されている。鋏もトップは岐阜県である。２位以下に
ついては「播州三木」産地をもつ兵庫県、そして新潟県、東京都の間で順位がかなり変動して
いる。大阪府は 1950 年から 80 年代まで第５位にいたが、1990 年以降４位に浮上している。近
世期からの打物鍛冶の産地である堺、関、三条、三木が現代に至るまで、ポジションを変えな
がらも、この業界をリードしてきたことになる。 
 
表５ 都道府県別庖丁・鋏出荷額の推移（上位５県） （単位＝百万円） 
年度     庖丁         鋏     
1950 大阪     15 新潟     15 岐阜     11 兵庫      9 福井      6 東京     40 兵庫     25 新潟     23 岐阜     22 大阪     10 
1960 新潟    224 岐阜    177 大阪     80 神奈川   29 福井     25 岐阜    159 東京    147 新潟    102 兵庫     81 大阪     46 
1970 岐阜 2,011 大阪    642 新潟    627 高知    208 東京    208 兵庫 1,570 新潟 1,162 岐阜    871 東京    598 大阪    374 
1980 岐阜 5,978 新潟 1,903 大阪 1,439 福井    520 高知    516 岐阜 5,342 新潟 4,088 兵庫 4,024 東京 1,153 大阪    796 
1990 岐阜 10,865 新潟 3,686 大阪    838 福井    443 兵庫    311 岐阜 6,203 兵庫 4,598 新潟 4,389 大阪 2,243 東京    707 
2000 岐阜 8,411 新潟 3,744 大阪 1,046 兵庫    437 福井    377 岐阜 5,685 兵庫 3,233 新潟 3,111 大阪 2,460 東京    273 
2006 岐阜 5,860 新潟 4,448 大阪    625 福井    380 兵庫    202 岐阜 3,609 新潟 2,248 兵庫 1,883 大阪 1,408 東京    171 
（注）各年度工業統計表による。1990 年からは従業者４人以上の事業所の数値。 
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図１は庖丁の主要生産県の出荷額の推移をみたものである。ステンレスなどの新素材、それ
に伴う生産工程の近代化を積極的に行って大衆需要をつかんだ岐阜県が高度成長期からバブル
経済期にかけて急速に伸張していった。しかし、その反面 1990 年以降の落ち込みも大きく、2006
年の生産額は最盛期の６割近くに激減している。安い輸入品との競合関係が拍車をかけたもの
と思われる。それに対して、旧来の生産方法を堅持していた堺産地は高度成長期もバブル期も
急伸することはなかったが、減退のあり方もなだらかである。両者の違いは、ターゲットとす
る市場の相異によるものと考えられる。 
図２は鋏の主要生産県の推移をみたものである。鋏は庖丁と多少異なった動きがみられた。
高度成長期からバブル期にかけて４府県とも増加していくが、とりわけ大阪を除く３県の伸び
が著しい。バブル崩壊後３県が大きく減退していくなかで、大阪は 2000 年まで増加傾向を保っ
た点注目される。 
 
 図１ 主要生産県の庖丁出荷額の推移 図２ 主要生産県の鋏出荷額の推移 
 （単位＝百万円） （単位＝百万円） 
 
 
 
 
 
 
 
 
（表５より作成） 
 
いずれにせよ、庖丁、鋏ともに堺の増減が緩やかな勾配を示しているのは、大衆市場目当て
の生産を行っている岐阜や新潟が景気変動に左右されるところがあったのに対して、堺が景気
変動に左右されにくい顧客層、つまり切れ味の良さを求める料理職人や植木職人などの需要を
しっかりと掴んでいるところに起因しよう。伝統工芸品に対する一定の特殊需要をどう着実に
掴むか。それが伝産産地の成否の境目を決めているように思われる。 
 
六 
 
社研調査から帰ったあと、堺刃物業の生産や流通の実態、刃物業者の経営の実態、さらには
0
2,000
4,000
6,000
8,000
10,000
12,000
19
50
年
19
60
年
19
70
年
19
80
年
19
90
年
20
00
年
20
06
年
大坂
新潟
岐阜
0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
19
50
年
19
60
年
19
70
年
19
80
年
19
90
年
20
00
年
20
06
年
大阪
兵庫
新潟
岐阜
－ 69 － 
産地全体についてもっと知りたいとの思いが募っていった。そこでもう一度、堺市役所ものづ
くり支援課の辻林 博氏に、業者の方に直接お話を伺えるように訪問先のアレンジをお願いし
た。10 月 14 日～16 日の３日間の日程で再度のヒアリング調査を行った。生産過程については
２人の方からお話を伺った。いずれの方も伝統工芸士の資格を持っておられ、伝統的技術を次
の世代に伝えたいとの思いを強く持っておられる。流通過程については３人の方にご意見を
伺った。この三方は長く業界のリーダーを務め、ご自分の経営においてもいろいろ新しい試み
をなさっている。そして最後に、刃物業界から離れた立場で堺観光コンベンション協会の井本
照夫氏にお話を伺った。以下では、ヒアリングで得たことをいくつかのテーマにそってまとめ
てみたい。 
 
（１）堺刃物業の生産・流通構造について 
図３は堺刃物業の生産・流通の基本の流れを示すものである。 
外部市場から注文を受けた卸問屋は、産地の鍛冶屋に発注する。注文を受けた鍛冶屋は自前
で仕入れた鉄と鋼を鍛造して無刃物の「生地」を卸問屋に納める（売買関係）。卸問屋は「生地」
を研ぎ屋に出す。研ぎ屋は刃研ぎを行い仕上がった製品を卸問屋に納める（賃加工関係）。卸問
屋はニーズに応ずる柄付をするために、木柄屋に柄を発注する（売買関係）。卸問屋は製品に柄
を付け、刻印し、歪みをとって完成品にする。そしてそれを包装、梱包のうえ顧客の卸商や小
売商に出荷する。ただし、この流れも近年大きく変化しつつある。 
以上のことを念頭において、まず生産過程の経営からみてみよう。 
鍛冶屋の経営は原材料である鉄・鋼・炭を仕入れ、できあがった製品を卸問屋に納めるとい
うものである。その生産工程は以下のごとくである。 
鍛接（地金となる軟鉄と刃金鋼を接着する）→荒たたき（鍛接したものを打ち延ばし厚みを均一にし
て徐冷する）→荒仕上げ（コミ、マチを型抜きし、平らに削り、刻印する）→焼入れ（刃先となる部
分を熱し、水か油に漬けて一気に冷ます）→焼戻し（刃こぼれしないために炉に戻して加熱する）→
歪み直し （前掲調査・診断事業報告書） 
まず、鋼材は金属メーカーの営業所あるいは代理商や鋼材問屋から仕入れる。高級刃物用炭
素鋼・ステンレス鋼のメーカーはいくつかあるが、ここでは最大手の日立金属の鋼材について
みておく。同社の「ＹＳＳ高級刃物鋼規格表」によると、炭素鋼・合金鋼系では「白紙」１～
３号、「青紙」１、２号、「黄紙」２号、「青紙スーパー」、「KK」があり、ステンレス系では「銀」
１、３、５号がある。おおまかにいえば、青、白、黄の違いは、青は 0.2～0.3％のクロムを含
有し、白・黄にはそれがない。また白と黄の各号の違いは炭素含有量の違いである。「切れ」と
いう点では、庖丁には白が合っている。白にクロムを合金すると青になるが、青はもともと鉋
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の素材として開発されたものだから、「切れ」よりも耐久性を重視している。したがって、長く
持たせる一方で、切れ味を落とすことになる。それら三種の価格上の違いは、青が高く、黄が
最も低い。白はその中間である。聴き取りによると、青でトンあたりおおよそ 160 万円、白で
120 万円、ステンレス鋼は白と同等とのことである。 
日立金属は１ロット 400Kg で注文を受けるが、日立も最近はストックを持たないようにして
いて、注文を受けても１釜の炉の火入れ単位に達するまで造らないで、納品を待たせるとのこ
とである。庖丁１丁の原料鋼は 200～300g だから、１トンの原料鋼で 5000 丁くらいの無刃物の
生地ができる。昔は問屋が原料を仕入れてストックしていて、鍛冶職人の求めに応じて供給し
ていた。今では問屋も原料のストックを持たないようにしている。そのため、鍛冶屋が原料鋼
をストックするようになった。原料鋼の種類は鋼材の厚みと幅で分類している。例えば、「二分
六」というのは、１m の長さで厚みが２分（6mm）、幅６分（18mm）ということになる。鍛冶
屋は自分が製造する庖丁を念頭に置いて何種類かの原料鋼をストックする。Ａさんのところで
は、「白紙」２号で７種類、同３号で７種類、合計 14 種類の原料鋼をストックしているという。 
鍛造工程の炉の燃料には都市ガスまたは石油を用いている。しかし、焼入れのときには鞴を
用い、そして炉の燃料には炭を使う。鞴を使うのは火の温度を製品に一定かつ万遍なく行き亘
らせるのに適しているからである。刃先と胴体の部分では加熱のスピードが異なるので、鞴で
風力に加減をつけて温度を調節するのである。焼入れの温度は 780 度だが、実際は 740～780
度の間で行う。その温度の見極めは職人的感による。炭は松炭を用いる。松炭は僅かな風力で
燃えやすく火力が強いからである。備長炭は炭質が硬く、燃えて温度が上がるまで風力を必要
図３ 堺刃物業の生産・流通構造 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出典：『平成 19 年度 伝統的工芸品産地調査・診断事業報告書－堺打刃物－』） 
地元卸問屋 
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とするので、松炭の方が効率的である。松炭の産地にもこだわりがあり、Ａさんのところでは
岩手県産の炭を使っている。なお、焼入れの炎の色合いを見極められる一人前の鍛造職人にな
るには７～10 年かかる。 
焼戻しは 110～120 度が最高である。しかし、堺では刃先を欠けにくくするために 160～180
度で行う。鋼に粘りを加えるにはその方が良いからである。この温度は、感ではなかなか分か
りにくいので、温度管理ができる装置を用いる。温度を設定して１時間入れておけば、自動的
に焼戻しをしてくれる。 
焼なましは藁灰の中で行う。焼なましを行って刃先の鋼の組織（パーライト）の大きさを整
えるのである。ゆっくり冷ますとパーライトが大きく、早く冷ますとパーライトが小さい。パー
ライトの大きい方が粘りを増し、小さい方が良く切れる。どちらがよいかは、刃物を使う人の
好みであるので、顧客の注文に応じて加減する。一般的に関東地方は固いのを好み、関西方面
は「まったり」を好むという。特別にそうした注文がない場合は、鍛冶職人のクセが出て、そ
れが鍛冶屋の特徴となる。 
Ａさんの経営では、二人の息子が跡を継いでいる。鍛造部門は父親と長男の二人が担当して
いる。火造りを息子が行い、焼入れは父親が行っている。息子も伝統工芸士の資格を持ってい
て焼入れも十分にできるが、最も重要なところは父親＝親方が行うのである。 
製品を集散地問屋や専門小売店あるいは消費者に直販する職人もいるが、Ａさんはものづく
りに集中したいので卸問屋を通して販売している。親（親方）・子（職人）２人で１ヶ月に 1000
本程度の無刃物＝生地を製造する。そして常時 1000 本ぐらいの生地をストックしていて、卸問
屋や刃付業者、場合によっては同業の鍛冶屋からの注文に応じている。Ａさんは注文次第で出
刃、刺身、薄刃など庖丁であれば何でも造ることができる。東京築地の専門小売店からの別注
品の生産も行っている。その場合でも発注主との打ち合わせは直接行うが、卸問屋を通して納
品している。こうした取引の仕方をしているのは、自分がものづくりに専念したいためである。
流通に関わると限られたエネルギーを販売の方に取られ、肝心のものづくりが疎かになってし
まうと思うからである。 
Ａさんは、究極の切れ味を求めて「本焼庖丁（鋼だけの庖丁）」の製作にチャレンジしている。
本焼庖丁は手間が３倍かかり、また制作中に折れるリスクも大きい。とくに焼入れのタイミン
グが難しく、まさに「生き物」という感じがするとのことである。値段も通常品の３倍するの
で売れないが、技を極めたく没頭する。堺で本焼庖丁を造れる職人は現在５人位しかいない。 
次男は別棟で刃付を行っている。研ぎの伝統工芸士を受験するためには 12 年の経験を要する。
今年で 10 年目のためにまだ受験資格はない。鍛冶屋で鍛造と研ぎの両部門を持っているのはＡ
さんの所だけである。刃付部門は、卸問屋からの研ぎ注文（賃加工）を行っていて、鍛造部門
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とは別々のビジネスである。Ａさんの経営では鍛造から研ぎまでの一貫生産が可能で、外部の
集散地問屋や専門小売店、さらには消費者に直販もできるが、Ａさんは卸問屋との信頼関係を
大切にしたいから直販はしないとのことである。 
続いて、研ぎ屋の経営に移ろう。生産工程は以下のごとくである。 
荒研ぎ（研ぎ棒に固定し回転砥石で刃先厚さ 0.5mm 位まで研ぐ）→本研ぎ（さらに横研ぎをして刃を
つける）→中研ぎ（全体の艶出し、バフ磨き、本砥磨き、木戸（木砥ｶ）磨き）→霞付け（刃金の部分
を鮮明にする）→仕上げ研ぎ（庖丁の切れ味を良くする。小付けをする） 
（前掲調査・診断事業報告書） 
研ぎ屋は基本的に卸問屋、または鍛冶屋からの研ぎの賃加工を行う。しかし、そのビジネス
は多様になっている。研ぎ屋の中には、賃加工だけでなく、鍛冶屋から無刃物の生地を購入し
て自らのリスクで刃付を行い、それを卸問屋に販売する業者もいる。さらには自分で焼入れと
刃付けの両方を行って、それに木柄業者から購入した柄を取り付けて仕上げたうえで完成品を
卸問屋や産地外の卸商や小売商、消費者へ直販する業者もいる。 
Ｂさんの経営は、ある意味でもっとも自立した研ぎ屋の業態といえる。その売上構成は、①
研ぎの工賃収入、②製品売上からなっている。①は問屋、鍛冶屋、同業の刃付屋からの研ぎの
注文に応ずるもので、いずれも工賃仕事である。②は鍛冶屋から無刃物＝生地を購入し、自分
の所で研いで刃付を行い、問屋に納めるケースであるが、Ｂさんのところではさらに金属メー
カーの圧延ロールで製造された複合材（鍛造済み素材）を仕入れて、自分の所で焼入れをして、
それを研いで刃付を行い、問屋その他へ納品＝販売する場合もある。 
経営全体の収益は、工賃収入＋製品販売収入から原料代＋光熱費＋人件費を差し引いた残り
となる。自分で焼入れから刃付まで行う場合は、おおよそ原価は２割程度で、あと８割は技術
に裏打ちされた付加価値（＝技術料）である。 
生産部門を担当する鍛冶屋にとっても、研ぎ屋にとっても、後継者の養成は重要課題である。 
堺打刃物の生産現場は、鉄粉と炭と油と煤煙にまみれ決して快適な働き場ではない。しかも
その基本の作業は、手と道具にもとづく力仕事である。豊かで便利で快適な生活環境に慣れた
現代の若者にとって魅力ある「就職先」とはいえない。よほどものづくりに興味を持ち、決意
をもった者でなければ技術の習得に一定の年限（研ぎで３～４年、鍛造で７～10 年）を要する
仕事には就かないだろう。そしてそこでは、親方＝職人＝徒弟制度のイメージを拭いきれない。 
どうしたら若者の気持ちをこちらに向けることができるか。Ｂさんは、現在地元の工業高校
において堺打刃物の実習講座を担当している。堺の庖丁がどれほど現代社会に合ったものであ
るかを、また庖丁造りを通してものづくりがいかに素晴らしいかを伝えようとしている。堺の
庖丁は長い歴史を経た完成度の高い製品である。それ故に、生産方法やデザインなど新しい要
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素（変革・革新）を受け入れ難くしているところがある。この壁を打ち破るのが若者である。
としたならば、若者にそうした力を発揮させるためには、従来の技術・技能伝習的な徒弟制に
よる雇用制度では難しい。若者に庖丁造りを体験させ、考えさせるやり方で育てることが必要
だとＢさんは思い、講座で実践しているのである。 
堺市は伝統的産業の後継者養成を重視して、平成 21 年度から「堺市ものづくりマイスター制
度」による補助金制度を設けた。市は対象者に対して３カ年にわたって月額５万円を上限に補
助を出す。補助申請は連合会を通して行うというもので、現在４人が関心を示しているという。
こうした政策的な補助制度も用意されたが、問題は、雇用主である職人の方に人を雇う力がな
くなっていることである。人件費や待遇云々の前に、今の現実を自らどうクリアするかで精一
杯の状態である。Ｂさんのところは若い２人の弟子を抱えている。いずれも同業者の子弟であ
る。Ｂさんの経営が①の加工賃収入だけの経営であったら、おそらく次代を担う弟子の教育は
できないかもしれない。理想としては近代的な雇用制度のもとで若者を雇い、長い目で育てて
いきたいと思いながらも、技術伝習的な旧来の徒弟制度から抜けきれないところに堺刃物業の
苦悩がある。 
そうしたなか、Ａさんの息子は２人とも家業を継ぎ、現場で汗まみれになって働いている。
彼らはどうして跡を継ごうと思ったのだろうか。Ａさんの話によると、Ａさんは地域で柔道を
教えていて、息子２人も教えたし、息子たちもまた地域で柔道を教えている。息子達は、鍛冶
職人としてだけでなく、地域の中で柔道を教えるという喜びを感じているＡさんの後ろ姿を見
て、自分たちもそのような生き方をしたいと思って跡を継いだのだろう。つまり、一方で自分
が腕を磨いていけば仕事があって、生活もできる。他方で住み慣れたこの地域で、自分の好き
な柔道を子ども達に教えるという喜びも得られる。お金（所得）だけではない精神的な豊かさ
をＡさんの生き様の中に看取して、息子たちは跡を継ごうと思ったのではなかろうか。人間が
地域社会の中で生きるということの意味を示唆している。 
次に、卸問屋の経営をみてみよう。堺刃物商工業協同組合連合会のホームページ（以下、Ｈ
Ｐとする）に堺利器卸協同組合会員として名を連ねている企業は 37 社で、そのうち会社独自の
ＨＰを設定している所は 11 社であった。この 11 社について創業年、資本金、従業員数、営業
内容をみてみると以下の通りである。創業年は、文化２年（1805）が最も古く、明治期２社、
大正期３社、昭和戦前期３社、戦後期が２社であった。古い歴史を持つ企業が多い。資本金に
ついては 1,000 万円が９社で、２社は記載なしである。従業員数の規模は、最多の企業で 35 人
であり、20 人～29 人２社、10 人～19 人４社、５人～９人２社、５人未満１社、無記載１社で
あった。ＨＰを持たないところを考慮すると、大半は零細企業である。営業内容は、堺刃物類
をベースにおいて、それと関連した調理・厨房器具、園芸用器具、さらにＤＩＹ市場関連器具
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（塗料や接着剤まで含む）、介護器具を扱うなど、企業によっては幅広く多様な商品を取り扱っ
ている。業態も、産地の刃物製品の製造卸売業を基本としているが、各種メーカーの卸売に徹
する企業もある。なかでも最大手の企業は三木や三条に営業所を置き、岡山には出張所を置い
て幅広く営業活動を行っている。したがって、取扱商品の中で堺の庖丁の占めるウエイトは相
対的に小さなものになっている。しかし、いずれの企業も堺打刃物産地の問屋であることを前
面に出して取扱商品のイメージアップを図っている。その意味では、堺刃物業の成否が卸問屋
にとっては命綱であるともいえる。 
さて、庖丁における卸問屋のビジネスは、半製品である無刃物の生地を仕入れ、堺で研ぎ加
工をし、柄付と刻印などの仕上げを施して、注文先に納品することである。有力専門店や集散
地問屋のブランド名を刻印して納めるＯＥＭの割合も大きいと思われるが、卸問屋自らのブラ
ンドをもって消費者に直販しているところもある。 
以前は鋼材などの原材料をストックして職人に前貸しをしていたが、今ではやらなくなった。
鍛冶屋へは鋼材を売り、鍛冶済みの半製品＝生地を買う。研ぎ屋へは生地を渡して研いだ物を
受け取り、工賃を支払う。製品のストックは問屋が持つ。そのストックの９割は見込であり、
問屋の粗利益は約 10％とのことである。 
問屋にとって重要な作業は、製品の最終的仕上げである。製品をストックしておくと、刃に
歪みを生じる。柄を付けるときに、その歪みを直して得意先に納める。歪み直しには「直し棒」
（「こじ棒」）を用いる。この作業は、技術を要するので店の主人やベテランの店員が行う。場
合によっては、外部の賃仕事に出すこともある。柄の据え方も難しい。使いやすさやデザイン
性を考慮して、柄の種類や形に工夫をこらす。得意先のニーズに合わせた仕上げを行って製品
に付加価値を付けている。また営業員が収集した情報をもとに、いかに職人と連携して製品の
改善や新商品の開発を行い、ニーズにあった製品作りに繋げていくかが重要となる。 
堺刃物の販売先は最終的には専門店・量販店・デパート、ホームセンターということになる。
小売市場での価格ゾーンは、量販店・ホームセンターだと 3,000 円まで、デパート・専門店で
は 5,000 円以上が一般的である。前者の日用雑貨品部門に入ると取引規模は大きくなるが、堺
刃物には向いていない。両者の中間の 3,000～5,000 円の価格帯を扱う適当なショップがないた
め、二極化した小売市場では堺刃物はどうしても上の層を狙うことになる。卸問屋のビジネス
としては、高級化した堺産地の刃物ばかりでは顧客の求める価格帯に応じきれないので、他産
地からも半製品や製品を仕入れて、小売市場が求める価格帯の商品を供給している。個々の店
によって異なるが、全体として庖丁では６割を他産地（とくに高知県）から買っているという。
商人の利潤抽出が流通過程からなされるのであるから、卸問屋のビジネスとしたら当然のこと
かもしれないが、産地に基盤を置いて生産過程から利潤を創りだす職人のビジネスとは、本質
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的に利害が相反するところでもある。 
 
（２）問屋と職人の関係について 
堺の刃物業は、機械化が遅れ、今なお手作業に依存する零細な業者によって生産が担われて
いる。それは、庖丁あるいは鋏が用途別・サイズ別に多種類の製品からなり、しかも消費財で
あるにもかかわらず耐用年数が相当長いために市場が狭く小さいこと、その生産に職人的技
能・技術を多く要することなど製品の特殊性から起因するところが大きい。そのため、戦前期
には産地の卸問屋が原料や生活費の前貸しを通して、多数の零細な鍛冶屋と研ぎ屋を「事実上
の賃労働者」として組織した、いわゆる問屋制家内工業によって生産が行われていた。 
しかし、戦後の経済発展の過程で、問屋に従属してその分業体制の下で生産を行っていた業
者の自立性が高まり、なかには一貫作業を行うものや、さらには自家生産のほかに他の職人か
ら商品を仕入れて自ら問屋的機能を果たすものも出てきた。こうして戦前期に一般的であった
前貸問屋制を基盤とする生産体制は変質していった。その変質の背後には、職人の成長と同時
に、問屋がそれまで果たしてきた金融的、流通的機能を低下させていったこともある。もちろ
ん、職人のなかにはなお問屋の下に金融面・流通面で従属するケースもあるだろうが、今では
問屋と職人との間で‘even’の関係が作られつつあり、問屋が外部の市場から需要を取り込み、
自立性を持つようになった産地内の各業者の生産機能を結合・調整して、外部の市場へ商品を
供給する仕組みになってきている。 
だが、この仕組みは十分に合理的に機能しているだろうか。卸問屋と職人との関係において、
‘even’な関係が本当に形成されているだろうか。ヒアリングをしてみると両者の間に意識の
ズレがあることがわかった。 
卸問屋は、堺刃物の販路を開拓し、市場を広げたのは自分たちの大きな働きがあったからだ、
江戸時代から職人を育ててきたのは自分たちだとの思いが強い。職人は鍛造と刃付とが分業し
ているなかで、ある限られた製品しか作れない。他方需要は多様で、上級から下級までのニー
ズに応じていかなければならない。卸問屋は市場の状況や得意先との関係において、いつも長
期的視点に立ってそのニーズに対応しつつ商売を行ってきた。ところが、こうした卸問屋のこ
れまで堺産地で果たしてきた役割を無視して、外部の市場と直接取引する職人が増えている。
直販するということは、生産者が商人になることである。需要に応じるためには幅広い商品の
在庫を抱え、顧客管理をキチンとして、決済についてのトラブルにも適切に対応しなければな
らない。資金力も必要だし、商取引のノウハウも身につける必要がある。職人はこうしたこと
に能力や時間を割くよりは、本来の仕事にそれらを費やすべきである。堺刃物業が市場で存続
している所以は「職人が生産工程に特化しているところ」にあり、これが卸問屋にとっての sales 
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point でもある。堺は機械化による価格競争力はないが、その半面手作りのよさに加えてデザイ
ン等の技術力を市場にアピールしてきたのだから、それを活かしていけば、国内だけでなく世
界にも市場を広げていくことができる。その意味でも、職人が生産過程をしっかりと担い、販
売を卸問屋に任せれば、産地としてもうまくいく。このように問卸屋は思っている。しかし、
その意識の底には、昔の問屋制家内工業をベースとする産地の支配者であった思いが残ってい
て、職人は生産機能だけを果たしていればそれで十分だというような考えが見え隠れする。 
他方、職人の方も、今日の堺刃物業の発展の端緒を作ってくれたのは問屋だとの思いは強く
持っている。以前は卸問屋が原料をストックして、職人に原材料を貸し与え、また生活に困る
と、生活費を卸問屋が融通してくれた。仕事がない夏場（錆が出やすいので仕事がなくなる）
にわざわざ仕事（例えばスイカ切り庖丁）を作り、生活を保証してくれた。それに対する恩義
を今なお職人は卸問屋に強く感じている。しかし現実をみると、今日では卸問屋は在庫を持た
なくなり、まして出入りの職人の生活の面倒まではとてもみる余裕はなくなった。金融力がダ
ウンしても、これまでは流通力をもっていた。だが、その流通力も低下している。以前は、卸
問屋は全国各地に出かけて堺刃物を売り込み、既存の取引の維持と、新たな市場の開拓に余念
がなかった。しかし、この頃は出張経費が嵩むためか、遠隔地まで営業に出かける卸問屋が少
なくなった。市場との接点が少なくなり、ビジネスそのものが縮小し、流通力がダウンした。
以前、100％を誇った専門料理人への販売シェアも、今では 70～80％に落ちてきている。職人
自らが消費市場に直販するようになったのは、そうせざるを得ないからであり、その責任の一
端は卸問屋にある。産地内部で、卸問屋の力の低下が生産者（職人）の直販を増やし、そのこ
とがまた問屋の力をダウンさせるという悪循環に陥っていると。 
こうした意識のズレは歴史的に形成されたものであるが、その源には、上述したように商人
と職人との間で利潤抽出の仕方の本質的な相違性がある。その相違性を前提としながらも堺刃
物業の産地全体の将来を考えるときに、そのズレをどう克服しつつ、商人と職人が車の両輪と
してそれぞれの持てる機能を有効に発揮していくかが重要となってくるのではなかろうか。と
ころが、こうした卸問屋と職人の相互のズレに拍車をかけているのが近年の情報化の進展、と
りわけインターネットを通じての E コマース（電子商取引）の進展である。 
 
（３）今後の方向性について－ネット販売の進展を踏まえて－ 
E コマースは B（Business）to B（Business）、B（Business）to C（Consumer）の二つのタイプ
に大別できる。ここでは、後者、つまりｅリテイル（インターネットを使って消費者に商品ま
たはサービスを販売する形態。オンラインショッピング、ネット通販、電子小売取引等）が対
象となる。この取引形態の良いところは、消費者にとって、自宅に居ながらにして自分の求め
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る商品やサービスを入手できることであり、他方販売者にとっては無店舗で、かつ販売員を雇っ
たり、限られたスペースでの品揃えに苦慮したりする必要がないことである。こうしたｅリテ
イルの進展は、生産者→卸売商→小売商→消費者といったこれまでの流通経路を一変させつつ
ある。 
2000 年に 2,000 万人といわれたインターネットの利用者は、2007 年３月時点で 8,227 万人を
数え、総人口の 65％を占めるまでに急増した。そしてインターネット利用者の 74％がオンライ
ンショッピングの経験者だという。オンラインショッピングが私たちの生活に深く根づきつつ
あることを示している。ちなみに、ｅリテイルの市場規模は 2006 年時点で 4 兆 3,910 億円、前
年より 30％程度伸張した。オンラインによって消費者が購入する商品は、書籍・雑誌が 63％で
トップであり、次いでＣＤ，ＤＶＤが 50％、続いて衣料・アクセサリーが 42％、旅行・宿泊予
約が 40％、そして食料品、医療品、健康食品、産地直送品が 20％と並んでいる（渡辺達朗・原 
頼利・遠藤明子・田村晃二『流通論をつかむ』有斐閣、2008 年）。刃物類がどの範疇に入るか
必ずしも明らかでないが、産地直送品として考えるならば 20％台ということになる。 
インターネットのヴァーチャル市場が急速に広がっていくことを背景に急成長したのが「楽
天」である。『朝日新聞』土曜版「be on Saturday」（09/12/26）の記事によると、1997 年にスター
トした「楽天」に出店した「店舗」数はわずか 13 店であり、最初の月の流通額は 32 万円に過
ぎなかった。それが今や約３万店が「楽天市場」に出店し、グループ全体の流通額は１兆円で
ある。「楽天」という名称には「楽市・楽座が既得権益を廃して、自由な市場を作り上げたよう
に、従来の商慣習の常識を打破し、地方の小さな商店でも日本全国、世界に向けて商売ができ
るような場を提供したい」（楽天広報課）との思いが込められているとのことだが、そのことが
すごいスピードで現実のものとなっているのである。 
堺刃物産地の業者は、卸問屋も両部門の生産者もこの大きな渦に巻き込まれつつある。上述
の「連合会会員一覧」にＨＰをリンクしている卸問屋は 11 社であるが、そのうちさらに詳しい
独自の「ＨＰ」を開設して商品の紹介とネット販売を行っている企業は７社あった。７社のう
ち、自前の庖丁ブランドをもって消費者への直販を行っている企業は５社にのぼった。 
他方、鍛造部門と研ぎ部門については、前者で一覧にＨＰを持っているのは１軒だけである。
後者では、一覧のＨＰに掲載しているのは５軒であるが、すべて独自の「ＨＰ」を持っている。
そのうちネット直販を行っているのは３軒である（残り２軒について１軒は not found であり、
もう１軒は作品紹介やブログはあるが、ネット直販については不明）。 
このように堺産地では卸問屋や鍛冶屋・研ぎ屋もＨＰ上でネット販売を行っており、さらに
は東京や大阪、京都の問屋や専門小売店（「木屋」「正本」「有次」等）も自分のＨＰでネット販
売を行っている。画面上の商品の品揃えは生産者であろうと各段階の流通業者であろうと、種
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類の数や値段設定の違いはあるが、本質的にはどこも同じようなものである。いずれもＢとＣ
の取引関係に集約される。そこでは、ＣにとってＢが生産者であろうと、どの段階の流通業者
であろうと、要は自分のニーズにあったものを提供してくれるものであれば事足りるのである。
B の中で生き残るのはＣのニーズを的確にキャッチしたものだけということになる。従来の生
産者→卸売業者→小売業者→消費者という縦系列のあり方から、「商品供給者（生産者・卸売業
者・小売業者が並列となる）」と消費者との取引関係に変わっていき、場合によってはその間に
「ネット商業者」が介在する仕組みとなり、「商品供給者」の内部で熾烈な競争が繰り広げられ
ていくことになる。 
ところで、ＢとＣの取引関係で大事な点は、Ｃにとってもっとも大きな不安は当該商品に対
する信頼度である。手にとって見られないぶん、その不安は大きい。当該商品に対する信頼度
を直ちに与えてくれるのが、「世間」で堅い評価を得ているブランドである。店舗販売の場合だ
と、それがなくてもその店舗や担当販売員が当該商品に対する信用を付与してくれるからＣは
不安を取り除くことができる。しかしネットの場合はそれが実感できない。それをどうカバー
するかがネット販売のポイントとなるだろう。庖丁や鋏の分野でいうと、Ｃに対する信頼度を
提供するものが「堺刃物産地」のブランドであり、より一般的には「伝産マーク」というブラ
ンドということになろう。 
これまでは、産地外部の需要を卸問屋が取り込み、それを産地内部の職人が生産するという
あり方であったが、上述のように、ネットを通して堺産地に入ってくる需要を、どう堺産地の
生産・流通体制全体で受け止めて、外部に供給していくかということが今後ますます重要になっ
てくるように思われる。職人が市場のニーズに応じてあらゆる種類の、あらゆる等級の製品を
一人で造って、それをストックできるわけではない。職人はそれぞれ得意とする技を持ち、製
品を持っている。多様な技から生みだされた多様な種類の製品を産地全体として生産できる体
制を作る。他方、卸問屋は、これまで培ってきた製品のストックと分配機能、市場からの情報
収集とそれを産地の生産者に伝達する機能、得意先の注文に応じて鍛冶屋と研ぎ屋を調整して
多様な価格やニーズに応じた製品を提供することの機能を、産地生き残りのために用いていく。
そして両者がその役割をきちんと果たす。 
そのためには産地全体のネットワーク作りが必要となろう。ネットワークを通じて両者が自
らの役割分担に責任をもって実践したとき、本当の意味で‘even’の関係をベースとした分業化
された産地のもつ経済的合理性と、それにもとづく市場競争力が発揮されるのではなかろうか。
限りなく多様でかつ数量的に読みにくい需要を、産地の個別の業者がそれぞれ見込でストック
を抱えて対応することは、多大のコストとリスクを伴うことになる。そこで、ネットワークを
通じて、産地内の生産・流通システム全体でストックを柔軟に融通し合い分散し合って外部の
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需要に対応していく。それによって節約されたコストと回避されたリスクを産地全体のブラン
ド力アップに活かしていくならば、産地全体の競争力上昇につながるのではなかろうか。 
商品の価格帯という点でみると、極めて高価な商品と非常に安価な商品は B to C の ネット
販売にはのりにくく、その中間の商品がのりやすいという（渡辺達朗他前掲書）。価格帯が二極
分化した既存の店舗小売市場でなかなかはまりにくかった堺産の刃物製品にとって、ネットの
小売市場は大きなビジネスチャンスを提供してくれるかもしれない。 
とはいえ、こうした協業の根底には前述した問屋と職人との間の利潤抽出における本質的な
相違性が内在していることを留意しなければならない。これをどうクリアするかということは
大きな問題であるが、卸問屋も職人もともにその存立基盤が堺刃物の有するブランド力にある
としたならば、理性的に両者が一体となって内包する矛盾を乗り越えない限り、先細りの状況
を打破できないと思われる。産地全体のブランド力を高める第一歩として「伝産マーク」や「伝
統工芸士」の活用が考えられる。そして、高品質に裏打ちされた堺産製品を消費者の購買にど
う繋げるか、産地のマーケティング力が要請される。 
堺産刃物への需要が増大しても、供給力がそれに伴わなければ産地の存続は覚束ない。産地
は一丸となって生産を担当する「職人」養成に全力を尽くすべきだろう。また、行政サイドと
しては「堺市ものづくりマイスター制度」のさらなる充実を図る必要がある。この制度をもっ
と確固たるものにすることによって、マイスター称号をもつ伝統的産業の担い手としての職人
の生き様が、地域社会で価値あるものに位置づけられていったとき、次代を担う若者の中でも
のづくりに自分の一生をかけてみようとする者が出てくるようになるのではなかろうか。 
産地全体がこれらの課題に取り組むにあたって、４つの組合の連合体である堺刃物商工業協
同組合連合会の指導力が不可欠である。組合間の思惑や対立を乗り越えて、連合会が実効性の
ある組織となり、強いリーダーシップを発揮するようになったとき、堺産地の未来への地平は
広がっていくように思われる。 
 
七 
 
以上、樋口論文を導きの糸として、また二度にわたる調査における貴重なお話を通じて、堺
刃物業の実態の一端に触れることができた。堺は江戸時代以来打刃物の産地として長い歴史を
重ねてきた。鉄砲→煙草庖丁→料理庖丁の変遷は、堺が蓄積した打刃物生産の技術・技能を活
かして、社会のニーズの変化に巧みに対応してきた結果である。そしてその対応を可能にした
のは、本質的なところでは利害関係の相違性を抱えながらも、ものづくりに命をかけてきた職
人と、製品の販売に全力をあげてきた問屋のコラボレーションであったといえよう。 
－ 80 － 
今回の報告書は、長い歴史過程で幾重にも積み重ねられてきた堺刃物業の表層を断片的に自
己確認の形でまとめるにとどまった。実態は何かということにこだわりながらこの報告書を書
くにつれて、次々と新たなる興味が湧き上がってきた。とりわけ、経営の実態という点では卸
問屋のそれについてはほとんど内実が分からないまま、この報告書を書くこととなった。再度
の調査が許されるならば、改めて三人の方にそれぞれの経営の実態についてお話を伺えたらと
思う。 
末筆となったが、今回の調査において貴重な時間を割いて協力して頂いた堺の皆様に心より
感謝の意を献げたい。 
 
